
公的資金補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画

Ⅰ　基本的事項

１　団体の概要

団体名

注１　団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合は、「団体名」

　　欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄は、普通会計の全職員数を記載すること。

２　財政指標等

標準財政規模（百万円）

地方債現在高（百万円）

積立金現在高（百万円）

　注　平成17年度（又は平成18年度）の地方財政状況調査及び公営企業決算状況調査の報告数値を記入すること。

　　　なお、一部事務組合等に係る財政力指数、実質公債費比率、経常収支比率については、当該一部事務組合等

　　の構成団体の各数値を加重平均したものを用いるものとする（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険

　　資金について対象としない財政力指数１．０以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数

　　を記載すること。）。

３　合併市町村等における合併市町村基本計画等の要旨

　注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

　　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

　　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

　　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

　　　ものに限る。）をいう。

　　３　□にレを付けた上で要旨を記載すること。また、要旨については、別様としても差し支えないこと。

４　財政健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村の合併市町村基本計画の要旨
　□　旧法による合併市町村の市町村建設計画の要旨
　□　該当なし

4.7(H18)

基 本 方 針

〔合併期日：平成18年1月1日〕
  平成１８年１月１日に花巻市、大迫町、石鳥谷町及び東和町の１市３町の市町村合併により、１０万人規模の
「新花巻市」として誕生し、「早池峰の風薫る　安らぎと活力にみちた　イーハトーブはなまき」を目指し、新市
のまちづくりの基本方針として「人・物・情報の多様な交流による地域活力の醸成」、「分権型社会に即応した住
民参画型都市の実現」の２つを掲げ、合併効果を最大限生かしたまちづくりを推進する。

内　　　容

　国の歳出・歳入一体改革等により一般財源の増加が期待できない状況において、合
併効果を最大限に生かしていくため、「効率かつ健全な行財政運営の確立」と「市民
主権による地域経営への転換」を目標に掲げ、市町村合併を最大の好機としてとら
え、新しい自治の仕組みを構築し、新たなまちづくりを進める。

花巻市財政健全化計画

平成19年度から平成23年度までの５か年間

花巻市総合計画、花巻市行政改革大綱

区　　分

計 画 名

計 画 期 間

既 存 計 画 と の 関 係

公 表 の 方 法 等

995
構成団体名 －

財政力指数

実質公債費比率　(％)

経常収支比率　　(％)

実質収支比率　　(％)

うち普通会計債現在高(百万円) 62,992(H18)88.1(H18)

19.0(H19)

105,028国調人口(H17.10. 1現在)

職員数(H19. 4. 1現在)

公式ホームページによる公表及びH20.3月議会定例会　補正予算時説明

花巻市

27,334(H18)

120,672(H18)

57,680(H18)

4,331(H18)

うち公営企業債現在高(百万円)

0.44（H18)

レレレ



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。
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小　　　計　　　　 (A)
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公営住宅整備事業

事業債名
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公営住宅整備事業

義務教育施設整備事業

一般単独事業（公園緑地）

50,684 66,202 116,886

109,736

1,287 5,863 7,150

49,397 60,339

77,541 57,713 32,571 167,825

20,979 3,359 24,338

54,428 23,701 25,618 103,747

2,134 25,320 6,953 34,407

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高)

合　　計

25,779

19,252

40,763

27,981

32,740

221,318

6,331

19,448

19,579

1,107

20,889

59,007

33,628

11,641

21,315

27,452

20,500

161,911

529

12,240

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高）

小　　　計　　　　 (A)

事業債名

普
通
会
計
債

一般公共事業

上水道事業出資債

小　　　計　　　　 (B)

公営住宅建設事業

義務教育施設整備事業

一般単独事業（臨時河川）

厚生福祉施設整備事業

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高)

合　　計

25,776 304,488 29,742

　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 59,404 466,399 55,521

小　　　計　　　　 (B)

　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 77,541 57,713 32,571

183,690

小　　　計　　　　 (B) 66,804

　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 117,488 66,202

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

66,804

167,825

360,006

581,324

合　　計

1,280

旧 資 金 運 用 部 資 金
59 466 56繰上償還希望額

繰上償還希望額

581

6 84 7 97

78 58 33繰上償還希望額

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

192公営企業金融公庫資金 147 45

168旧簡易生命保険資金



Ⅱ　財政状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ① 人件費の節減合理化

課 題 ② 第三セクターの見直し

課 題 ③ 特別会計繰出金の見直し

課 題 ④歳入の確保

課 題 ⑤経費の節減

留 意 事 項

　注１　「財務上の特徴」欄は、人口や産業構造、財政構造や地域特性等を踏まえて記載すること。また、

　　　財政指標等について、経年推移や類似団体との水準比較などをし、各自工夫の上説明すること。

　　２　「財政運営課題」欄は、税収入の確保、給与水準・定員管理の適正合理化、公債負担の健全化、

　　　公営企業繰出金の適正運用、地方公社・第三セクターの適正な運営等、団体が認識する財政運営上

　　　の課題及びその具体的施策について、優先度の高いものから順に記載する。また、財政運営課題と

　　　認識する理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　　３　「留意事項」欄は、「財政運営課題」で取り上げた項目の他に、財政運営に当たって補足すべき

　　　事項を記載すること。

　　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

財 政 運 営 課 題

内　　　　容
　本市は平成１８年１月に花巻市、大迫町、石鳥谷町、東和町の１市３町の市町村合
併により10万人規模の「新花巻市」として誕生したところである。
　合併後の実質的な予算となった平成１８年度当初予算は、骨格予算として編成した
ため、６月補正後のいわゆる肉付け後予算で対前年当初比439百万円（1.0%)の増と
なっている。
　要因として、義務的経費においては、合併による旧３町分の生活保護費の増加によ
るもの、また、投資的経費については、新市建設計画に位置付けられたハード事業の
増加によるものとなっている。
　また、経常収支比率は、前年決算の89.2%に対して88.1％となったが、依然として高
い数値となっているため、引き続き行財政改革を推進し、適正な財政運営に努めるこ
ととしている。

　合併によるスケールメリットを活かし、歳出経費の合理化・効率化に努め、新たな
行政需要への対応を図る。

　地方税等にあっては、納付機会の拡大や納付意欲の向上を図るため、コンビニ収納
や口座振替の加入促進を積極的に進める状況にある。また、普通財産として所有して
いる遊休土地について、積極的な処分を行い、財源確保に努めている。

　現在11の特別会計により事業を展開しているが、市町村合併前の団体において策定
した計画を引き継いで事業を推進している状況にあり、一般会計からの繰出金が多額
となっていることから、早期に見直す必要がある。

　当市が25%以上出資する法人は15法人となっているが、営利事業の必要性や事業手法
等を検討し、廃止・統合等など、第三セクターの見直しを図る必要がある。

　市長マニフェストにおいて平成18年度以降10年間で240人の削減を掲げており、合併
時における事務事業の見直しや外部委託の推進により職員数の削減と人件費の抑制を
図る必要がある。



Ⅲ　今後の財政状況の見通し
（単位：百万円）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

地方税 10,16710,19711,02111,06311,00711,06611,036

地方譲与税 2,875 3,205 2,450 2,474 2,498 2,522 2,500

地方特例交付金 299 237 71 70 69 44 43

地方交付税 15,05015,02514,40114,32014,09014,55013,940

小計（一般財源計） 28,39128,66427,94327,92727,66428,18227,519

分担金・負担金 446 419 423 416 410 403 398

使用料・手数料 1,109 1,083 1,102 1,098 1,096 1,094 1,086

国庫支出金 3,411 4,071 4,011 3,928 3,921 3,969 4,023

うち普通建設事業に係るもの 724 1,130 1,483 1,626 1,615 1,681 1,750

都道府県支出金 2,546 2,501 2,543 2,248 2,230 1,870 1,690

うち普通建設事業に係るもの 477 410 51 26 16 11 17

財産収入 179 91 104 110 112 114 105

寄附金 22 64 47

繰入金 4,305 2,523 1,662 482 497 245 535

繰越金 883 813 1,454

諸収入 2,123 1,764 1,851 1,824 1,813 1,811 1,783

うち特別会計からの貸付金返済額

うち公社・三ｾｸからの貸付金返済額 100

地方債 5,743 4,681 6,461 6,545 5,870 4,670 4,523

特別区財政調整交付金

49,15846,67447,60144,57843,61342,35841,662

人件費　　　　　　　ａ 9,427 8,890 9,119 9,072 9,046 8,936 8,871

うち職員給 6,264 6,011 8,559 8,514 8,474 8,354 8,276

物件費　　　　　　　ｂ 5,841 5,053 5,471 4,863 4,692 4,550 4,316

維持補修費　　　　　ｃ 1,032 512 764 615 616 618 620

ａ＋ｂ＋ｃ＝　　　　ｄ 16,30014,45515,35414,55014,35414,10413,807

扶助費 4,648 4,986 5,056 5,062 5,041 4,989 4,952

補助費等 2,889 2,569 3,005 3,600 3,601 3,109 3,060

うち公営企業(法適)に対するもの 43 54 67 42 41 39 38

普通建設事業費 7,873 8,068 8,851 8,468 7,923 7,552 7,060

うち補助事業費 2,123 2,391 2,924 2,397 2,243 2,138 1,999

うち単独事業費 5,750 5,677 5,927 6,071 5,680 5,414 5,061

災害復旧事業費 51 2

失業対策事業費

公債費 7,433 7,448 7,411 7,322 7,330 7,288 7,253

うち元金償還分 6,074 6,186 6,207 6,155 6,146 6,071 6,015

積立金 2,417 1,406 1,219 140 140 140 400

貸付金 1,642 1,297 1,427 1,426 1,421 1,421 1,421

うち特別会計への貸付金

うち公社、三ｾｸへの貸付金 100

繰出金 4,914 4,876 5,058 3,857 3,645 3,598 3,550

うち公営企業(法非適)に対するもの 2,264 2,075 2,299 2,251 2,182 2,129 2,075

その他 177 115 218 153 158 157 159

48,34445,22047,60144,57843,61342,35841,662

　【財政指標等】

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

形式収支 814 1,454 0 0 0 0 0

実質収支 543 1,284 0 0 0 0 0

標準財政規模 26,96727,33426,85326,36226,22826,74326,077

財政力指数 0.42 0.44 0.48 0.46 0.47 0.46 0.46

実質赤字比率　　　(％) 0 0 0 0 0 0 0

経常収支比率　　　(％) 89.2 88.1 89.9 89.6 89.4 88.7 88.3

実質公債費比率    (％) 17.7 19.0 19.7 19.8 19.7 19.1 18.4

地方債現在高 64,49762,99263,24664,22163,94562,54361,051

積立金現在高 5,448 4,331 3,888 3,546 3,190 3,085 2,950

財政調整基金 3,715 2,829 2,381 2,291 1,961 1,881 1,511

減債基金 1,569 1,243 1,196 959 933 908 883

その他特定目的基金 164 259 311 296 296 296 556

区　　分

（単位：百万円）

歳 入 合 計

区　　分

歳 出 合 計



Ⅳ　行政改革に関する施策

具　体　的　内　容

【Ⅱ財政状況の分析　財政運営課題①　人件費の節減合理化】
平成22年度までで120人（約10.1%）の縮減を数値目標とした計画に対し、平成19年度までに42.5%の進捗を達成した。

◇　国家公務員の給与構造改革を
　踏まえた給与構造の見直し、地
　域手当のあり方

平成17年度の人事院勧告に基づき、平成１８年４月１日に導入した。

◇　技能労務職員の給与のあり方
平成１８年１月１日に給料表の見直し及び手当ての見直しを行った。
なお、平成20年3月に公表することとしている。

◇　退職時特昇等退職手当のあり方 勤続期間20年以上25年未満の者に係る退職時の昇給について、平成１９年９月末で廃止済み。

◇　福利厚生事業のあり方

【Ⅱ財政状況の分析　財政運営課題⑤　経費の節減】
合併によるスケールメリットを生かし歳出経費の合理化・効率化に努めることを目的として、予算編成段階で経常的物件費の要求枠
設定を行い、事業手法の見直し等を行う。

【Ⅱ財政状況の分析　財政運営課題⑤　経費の節減】
指定管理者制度の導入による行政コストの軽減、サービスの向上を図るため、導入計画を策定し順次対応する。

項　　　目

１　合併予定市町村等にあってはその予定
　とこれに伴う行革内容

２　行革推進法を上回る職員数の純減や人
　件費の総額の削減

３　物件費の削減、指定管理者制度の活用
　等民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○　地方公務員の職員数の純減の状況

○　給与のあり方

○　物件費の削減

○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用



Ⅳ　行政改革に関する施策（つづき）

具　体　的　内　容

【Ⅱ財政状況の分析　財政運営課題④　歳入の確保】
14年度以降、98％を下回る状態が続いており、今後の収納率の回復を図るため、19年度においてコンビニ収納を導入し納付機会の拡
大を図る。

【Ⅱ財政状況の分析　財政運営課題②　第三セクターの見直し】
市の第三セクターであるアグリトピア公社の経営改善の目処が立たたず、累積赤字が市の財政負担となっていることから、類似する
農業３公社の統廃合により、平成１９年度中に精算することとしている。

現在は総務省方式により、特別会計等を含む全会計連結のバランスシート及び行政コスト計算書を公表しているが、今後は、地方三
公社や第三セクター等も含めた連結ベースのバランスシート、行政コスト計算書、資金収支計算書及び純資産変動計算書の作成が求
められていることから、これらの財務書類の整備にむけて準備を進める。

◇　給与及び定員管理の状況の公表 市の広報誌及び公式ホームページに給与及び定員管理の状況を公表する。

◇　財政情報の開示 公式ホームページで状況を公表する。

現在は総務省方式により、特別会計等を含む全会計連結のバランスシート及び行政コスト計算書を公表しているが、今後は、地方三
公社や第三セクター等も含めた連結ベースのバランスシート、行政コスト計算書、資金収支計算書及び純資産変動計算書の作成が求
められていることから、これらの財務書類の整備にむけて準備を進める

平成１８年度に行政評価システムを導入し、事務事業の「妥当性」「有効性」「効率性」「公平性」の視点から評価を行い、成果向
上やコスト削減を図る。

【Ⅱ財政状況の分析　財政運営課題③　特別会計繰出金の見直し】
　水道料金及び下水道使用料等については、合併協定において「合併後３年を目処に見直す」としており、平成20年度中の適用に向
けた検討を進める。

　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ　財政状況の分析」の「財政運営課題」に揚げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、Ⅱ

　　　に付した課題番号を引用しつつ、記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

７　その他

４　地方税の徴収率の向上、売却可能資産
　の処分等による歳入の確保

５　地方公社の改革や地方独立行政法人へ
　の移行の促進

○　行政評価の導入

６　行政改革や財政状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入

○　行政改革や財政状況に関する情報公開

○　公会計の整備

項　　　目



Ⅴ　繰上償還に伴う行政改革推進効果
１　主な課題と取組及び目標

　注　必要に応じて行を追加して記入すること。

２　年度別目標

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決算見込）

1,012 995 986 973 952 928 901

△ 17 △ 17 △ 9 △ 13 △ 21 △ 24 △ 27 △ 94

職員数のうち一般行政職員数 696 682 682 673 655 643 618

増減数 △ 14 △ 14 0 △ 9 △ 18 △ 12 △ 25 △ 64

職員数のうち教育職員数

増減数

職員数のうち警察職員数

増減数

職員数のうち消防職員数 142 143 143 146 147 143 144

増減数 1 1 0 3 1 △ 4 1 1

職員数のうち技能労務職員数 174 170 161 154 150 142 139

増減数 △ 4 △ 4 △ 9 △ 7 △ 4 △ 8 △ 3 △ 31

－ － － 17.7 19.0 19.7 19.8 19.7 19.1 18.4

1.3 1 0.7 0.1 △ 0.1 △ 0.6 △ 0.7 △ 0.6

64,497 62,992 63,246 64,221 63,945 62,543 61,051

△ 1,505 △ 1,505 254 975 △ 276 △ 1,402△ 1,492△ 1,941

8,333 7,869 7,699 7,541 7,471 7,391 7,227

464 464 170 328 398 478 642 2,016

歳入の確保（市税収納率の向上） 10,061 10,052 10,065 10,075 10,086 10,096 10,106

△ 9 △ 9 13 23 34 44 54 168

3,945 3,884 3,902 3,844 3,787 3,731 3,676

61 61 △ 18 40 97 153 208 480

　注１　歳出削減策のみならず、歳入確保策についても幅広く検討の上、記入すること。 516 2,664

　　２　「課題」欄については、「１　主な課題と取組及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。

　　３　改善額については、原則として、計画期間中(又は計画前５年間)の当該見直し施策実施年度の前年度との比較により算出し、その改善効果がその後の計画期間中(又は計画前５年間)も継続するものとして、 97
　　　各年度の改善額を計上すること。

    ４　計画期間中の改善額の合計については「計画合計」欄に計上し、計画前５年間の改善額の合計については「計画前５年間実績」欄に計上すること。

　　５　「計画前５年間改善額　合計」欄及び「改善額　合計」欄については、人件費(退職手当を除く。)その他改善額を記入することが可能なものの合計を記入すること。

　　６　３による「改善額」が対前年度との比較により算出できない項目、その改善効果が単年度に限られる項目については、当該改善額のみ当該見直し施策の実施年度の「改善額」欄に計上し、計画期間内（又は

　　　計画前５年間）を通じての改善額しか算出できない項目については、当該計画期間内（又は計画前５年間）を通じた改善額を「計画合計」欄（又は「計画前５年間実績」欄）に計上すること。またその場合の

　　　改善額の算出方法について、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に合わせて記入すること。

　　７　「(参考)補償金免除額」欄に記入する「補償金免除額」とは、計画提出前の一定基準日の金利動向に応じて算出された予定額（補償金免除(見込)額）であり、Ⅰの「５　繰上償還希望額」に記入した「旧資

　　　金運用部資金」の「繰上償還希望額」に対応する「補償金免除額」の「合計」欄の額を転記すること。

　　８　必要に応じて行を追加して記入すること。

改善額

経費の縮減（経常物件費）

改善額

○○○

改善額

計画前５年間改善額　合計

計画合計

職員数

増減数

計画前５年度
実　績

項　　目

実　　　　　績 目　　　　　標

地方債現在高

1

実質公債費比率

増減

課　題

増減

３　公営企業会計に対する基準外繰出しの解消

４　その他

【財政運営課題③】水道料金及び下水道使用料等について「合併後３年度を目処に見直す」としており、平成20年度適用に向け検討中である。

【財政運営課題②④⑤】歳入の確保として納付機会の拡大を図る。
　　　　　　　　　　　合併によるスケールメリットを活かし歳出経費の合理化・効率化に努める。
　　　　　　　　　　　第三セクターの見直しを進める。

１　職員数の純減や人件費の総額の削減

２　公債費負担の健全化（地方債発行の抑制等）

課　題 取 組 及 び 目 標

【財政運営課題①】平成22年度末を目標に職員数を120人縮減する。

4

4

○○○

改善額

○○○

改善額

（単位：人、百万円）

改 善 額　　合　計

（参考）補償金免除額

人件費(退職手当を除く。)

改善額


